
■ 一般会計は、過去最高となる 4,093億円
■ 一般会計、特別会計、事業会計を合わせた総額は 6,840億円

■あらゆる事態における迅速かつ機動的な対応への備え
として、基金残高は、前年度と同額程度を維持。
■一般会計全体の市債残高のうち、通常債の残高は増加。
後年度に国から財源措置のある有利な市債の活用に
努め、将来の返済が財政を圧迫しないよう管理。

財政状況

令和７年度予算　「～より誇れるまち岡山へ～」

〇令和７年度当初予算（一般会計）の内訳　 総額　409,323百万円

〇当初予算の規模
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経常収支比率 将来負担比率 実質公債費比率

当初予算編成時点の基金残高 市債残高（一般会計）
■財政調整基金　■市債調整基金　■公共施設等整備基金 ■通常債　■100%交付税算入市債

一般会計：市の基本的な事業に使う会計。歳出では、民生費、土木費、教育費など目的別に13費目
特別会計：特定の事業ごとに経理する国民健康保険費、介護保険費などの11会計
事業会計：病院事業、水道事業、工業用水道事業、市場事業、下水道事業の５会計

一般会計
特別会計
事業会計
合 計

区 分 対前年度比
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　令和７年度当初予算（案）は、街を楽しむ、産業の振興、子育て・教育の充実等の各分野の重要施策の取り組みを進める

とともに、市民に寄り添った福祉の充実や、地域の防犯力強化等による安全・安心の向上、また歴史・文化・スポーツが持つ

魅力をさらに高めていくことによって、より誇れるまち岡山を目指していきます。

　令和７年度の当初予算は過去最高額となるものの、経済の好循環を背景に市税収入が過去最高を更新する見込みであり、

併せて有利な市債・基金の活用や経常的経費を見直すことにより、健全財政を維持しています。

岡山市の財政岡山市の財政

（単位：億円）

〇財源調整のための基金、市債残高

財政指標（令和5年度決算）

経常収支比率　：財政構造の弾力性を示す指標。比率が低いほど弾力性が大きいことを示します。
将来負担比率　：収入に対する負債現在高の割合。比率が低いほど将来の負担が少ないことを示します。
             　      「－」は、充当可能財源等（基金等）が、将来負担額（地方債現在高等）を上回ることを示します。
実質公債費比率：収入に対する負債の返済割合。比率が低いほど財政を圧迫しないことを示します。

①将来負担比率
②実質公債費比率
③経常収支比率
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将来世代に負担を先送りしないよう、中長期的な展望に立ち、財政運営の健全性を確保した上で、岡山市
の持続的な発展と市民生活の充実に資する取組を各分野で着実かつ積極的に進めます。

100%交付税算入市債：返済のための財源が全額国から手当されるもの

市債
47,929
11.7％

地方交付税
52,700
12.9％ 歳入

市税
140,001
34.2％

地方譲与税・交付金
34,241
8.3％

国・県支出金
103,875
25.4％

その他
30,577
7.5％

（単位：百万円） （単位：百万円）

歳出
民生費
165,276
40.4％土木費

47,952
11.7％

公債費
32,275
7.9％

衛生費
30,899
7.5％

消防費
11,849
2.9％

農林水産業費
6,935
1.7％

商工費
3,301
0.8％ その他

1,690
0.5％

教育費
59,937
14.6％

総務費
49,209
12.0％

人件費
85,541
20.9％

義務的経費
225,596
55.2％

義務的経費
225,596
55.2％投資的経費

72,901
17.8％

投資的経費
72,901
17.8％

その他の経費
110,826
27.0％

その他の経費
110,826
27.0％

扶助費
107,886
26.4％公債費

32,169
7.9％

普通建設事業費
72,901
17.8％

物件費
53,059
13.0％

補助費等
21,062
5.1％

繰出金
28,518
7.0％

その他
8,187
1.9％

性質別
歳出

（単位：百万円）
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